
平成29年度事務事業一覧表 課名： 第１号様式

1 火災等災害活動事業 -

2 救急・救助等活動事業 -

3 消防車両等維持管理事業 ②

4 消防用施設等整備事業 -

5 消防専用無線維持管理事業 ②

6 街頭消火器購入事業 -

7 消防ポンプ自動車購入事業 ③

8 消防団車両等維持管理事業 ①

緊急指令装置の維持管理・保守

初期消火の充実・強化

火災等災害対応の強化・充実

消防団車両等の車検・点検等維持管理

対象外
項目番号

消防資機材の整備・維持管理

救急資器材の整備・維持管理・保守・教育研修

消防車両等の車検・点検等維持管理

消火栓維持管理補償費・消防水利維持管理

消防署・国府分署

事業
番号

事業名 内　　容



１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

□ ■ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

実施番号 ― 実施項目名 ―

中施策 ―

個別計画等

行政経営プラン
実施計画事業

　資機材更新整備計画

32,70444,019

その他出動

火災件数

その他出動

8

火災件数

336総出動件数 件

（活動量）

(対象者数等）

活動指標

件

件

その他

6.30

千円

1,254

千円

千円

平成27年度
（決算）

1,254

31,271

　その他

37,696

全部委託

千円

一部委託あり

　起債

　国庫支出金

平成28年度
（決算見込）

―

予算事業名

執行体制

885

内容
　火災等の災害に出動し被害の軽減を図るとともに、これらの災害に対する資機材の点検整備を行
う。

第２号様式平成　29　年度事務事業評価シート

　火災等の災害に出動し被害の軽減を図るため、災害現場で必要とする資機材の点検・整備及び維
持管理を図る。

　全町民

根拠法令・条例等 　消防法・消防組織法

目的
（何のために）

対象
(誰を・何を)

大施策

火災等災害活動事業

成果指標
（達成度等）

事業費内訳

千円

　需用費：570千円　　役務費：313千円　　備品購入費：530千円
　負担金補助及び交付金：20千円

件

係名

―

―

総合計画実施計画

シート作成日

認定番号

平成29年8月18日

1

―
―

柱

部門

―

事業番号

事業開始年度

―

事
業
費

　総事業費 (a)+(b)

担当課名 消防署・国府分署

件

細分事業名

1,433　直接事業費　

     人 件 費 計 

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

28年度
(実績値)

千円

5.15

1,433

42,765

職員人数（概算職員数）

336対象指標

３.指標値の推移

千円

人

町職員実施

千円

　一般財源

単位

　県支出金

325

単位

885

7.05

36,811

8

328

328

11

340

15

340

15

27年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

325

11

事業名 ―

平成29年度
（予算）

355
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ ■ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　継続的な資機材の点検整備の実施、自助による火災等災害の予防の周知、初期対応の充実。

図られていない 図る余地は無い図った

理
由

　火災等災害予防を実施、必要最小限の資機材の点検整備の実施、さらなる削減を図ることは
難しい。

その他

①　課題点や改善点

　取得から年数が経過している資機材が多く計画的な更新を図る必要がある。火災等災害の予防の周知、初期対応について
さらに充実させる必要がある。

５.改革・改善の方向性　

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

　取得から年数が経過している
資機材の整備の遅れはあるが、
火災予防等で火災等災害の被害
の軽減が図られている。

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

事業の一部見直しが必要

事業の抜本的な見直しが必要

成
果

得られている おおむね得られている 得られていない

効率的

効
率
性

非効率

その他

理
由

　火災等災害予防等を実施、火災等災害が発生しても最小限の被害に止めている。

その他

理
由

　職員により資機材の点検・整備及び維持管理を実施し、安全性の向上を図っているため効率
的と考える。

・コストの削減
　等を図ったか

おおむね効率的

その他

理
由

　災害活動資機材等については職員により点検・整備及び維持管理を実施し、火災等災害発生
において被害を最小限に止めているため妥当である。

妥当 おおむね妥当 その他

・意図した成果
　が得られてい
　るか

・コストに対し
　て効率的か

妥当

・実施手段は
　妥当か

おおむね妥当 改善の必要あり

・実施主体は
　妥当か 理

由
　消防組織法・消防法に基づき、火災等災害において被害の軽減を図っている。24時間体制で
事業を実施しているため妥当である。

変更の必要あり

妥
当
性

　資機材の効率的な維持管理及び計画的な更新を行うことで、災害時における被害の軽減を図る。

　取得から年数が経過している資機材が多く、計画的な更新の検討。

③　平成30年度に着手する事項

記入日

　②　平成29年度に着手する事項

平成30年3月21日
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

□ ■ □ □

（a）

（b)

Ｈ 28 年度

①

②

①

②

①

②

平成　29　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成29年8月18日

事業番号 2

事業開始年度 ―

予算事業名 救急・救助等活動事業
担当課名 消防署・国府分署

係名 ―

柱 ― 総合計画実施計画

部門 ― 認定番号 ―

細分事業名 ―

大施策 ― 事業名 ―

中施策 ―

根拠法令・条例等 　消防法・消防組織法・救急救命士法・救急業務実施規定

個別計画等

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

目的
（何のために）

　救急・救助等の災害に出動し適切な救急救命処置及び救助活動に努めるとともに、災害現場で
必要とする資機材の点検・整備及び維持管理を図る。

対象
(誰を・何を)

　全町民

内容
　救急・救助等の災害に出動し、救急救命処置及び救助活動を行う。また町内会・事業所及び各
種団体を対象に普通救命講習会、救命入門コース等を実施し救命処置法の普及啓発を行う。
　職員の知識・技術の向上を図るため各種研修等の受講を行う。

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

事
業
費

　直接事業費　 千円 8,257 8,242 5,436

　国庫支出金 千円

　県支出金 千円 28 48 16

　起債 千円

　その他 千円 800

　一般財源 千円 8,229 7,394 5,420

職員人数（概算職員数） 人 8.30 8.85 5.50

     人 件 費 計 千円 48,497 53,685 33,396

　総事業費 (a)+(b) 千円 56,754 61,927 38,832

事業費内訳
　需用費：2,444千円　　役務費：1,453千円　　使用料及び賃借料：333千円
　負担金補助及び交付金：1,206千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

対象指標 総出動件数 件 1,604 1,556 1,620

(対象者数等）

活動指標 救急出動 件 1,589 1,532 1,600

（活動量） 救助出動 件 15 24 20

成果指標
（達成度等）

搬送人員 人 1,511 1,473 1,520

救助人員 人 14 20 20

　救急業務出動基準

26,27-3



４.事務事業の評価
■ □ □ □

■ □ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　消防組織法・消防法・救急救命士法・救急業務実施規定に基づき、的確な救命処置・救助
活動、また普通救命講習会、救命入門コース等を実施し救命処置法の普及啓発を図ってい
る。
　24時間体制で事業を実施しているため妥当である。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　普通救命講習会・救命入門コース等の実施、また救急救命士・救助隊員資格者により災害
活動等を実施しているため妥当である。

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　個人・各種団体を対象とした普通救命講習会、救命入門コース等を実施しステップアッ
プ、再受講の場の確保ができている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　職員が講師となり普通救命講習会、救命入門コース等の実施。職員により資機材の点検・
整備及び維持管理を実施し、安全性の向上を図っているため効率的と考える。

・コストの削減
　等を図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　普通救命講習会、救命入門コース等の実施、必要最小限の資機材の点検整備の実施、さら
なる削減を図ることは難しい。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 　普通救命講習会、救命入門
コース等の実施により受講者が
増加傾向にある。取得から年数
が経過している資機材の整備の
遅れはあるが円滑な活動が図ら
れている。

③　平成30年度に着手する事項

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

平成30年3月21日

　より多くの町民がＡＥＤの活用をできるよう継続して事業を進めていく。また救命講習会等の継続的な実施を周知す
ることで、応急手当の必要性及び重要性をさらに理解してもらう必要がある。
　高度化する救命処置、救助活動に対応するために計画的に資機材を更新する。

記入日

　町民に応急手当の必要性及び重要性を更に理解してもらうため、広報やホームページ等で周知を行い、救命率の向上
を図る。
　コンビニエンスストアに設置されているＡＥＤの適正な維持管理に努める。
　資器材の効率的な維持管理及び計画的な更新を行うことで、災害時における被害の軽減を図る。

①　課題点や改善点

　取得から年数が経過している資機材が多く、増加する救急件数、高度化する救急・救助活動に対応するために計画的
に資機材を更新する。

　②　平成29年度に着手する事項

　高度化する救命処置、救助活動に対応するために計画的に資機材を更新する。
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

□ ■ □ □

（a）

（b)

Ｈ 28 年度

①

②

①

②

①

②

平成　２９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成29年8月18日

事業番号 4

事業開始年度 ―

予算事業名 消防用施設等整備事業
担当課名 消防署・国府分署

係名 ―

柱 ― 総合計画実施計画

部門 ― 認定番号 ―

細分事業名 ―

大施策 ― 事業名 ―

中施策 ―

根拠法令・条例等 　消火栓の設置及び管理等に関する協定書

個別計画等

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

目的
（何のために）

　災害時に使用する消火栓及び防火水槽など消防水利の維持管理

対象
(誰を・何を)

　消火栓・防火水槽等

内容 　水利標識の整備及び消防水利の点検並びに維持管理を行う。

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

事
業
費

　直接事業費　 千円 50 105 411

　国庫支出金 千円

　県支出金 千円

　起債 千円

　その他 千円

　一般財源 千円 50 105 411

職員人数（概算職員数） 人 2.61 2.81 3.65

     人 件 費 計 千円 15,250 17,045 22,163

　総事業費 (a)+(b) 千円 15,300 17,150 22,574

事業費内訳
　需用費：73千円　　役務費：22千円　原材料費：10千円　負担金補助及び交付金：306千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

対象指標 公設消火栓 基 558 559 559

(対象者数等） 公設防火水槽 基 79 79 79

活動指標 延べ点検人員 人 243 127 192

（活動量） 延べ点検人員 人 243 127 192

成果指標
（達成度等）

延べ点検日数 日 54 30 48

延べ点検日数 日 54 30 48

―
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

　協定書に基づき、神奈川県企業庁と相互に連携し事業を実施しているため妥当である。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　消火栓維持管理上で必要な維持管理、修繕であり妥当である。

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　消火活動時に円滑な活動ができている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　神奈川県企業庁との消火栓の設置及び管理等に関する協定書により前々年度の修繕費を基に
算出している。

・コストの削減
　等を図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　修繕が必要な消火栓を、神奈川県企業庁と協議し必要可否を判断しコスト削減を図った。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要
　点検・維持管理の実施により
災害発生時に円滑な活動が図ら
れている。

③　平成30年度に着手する事項

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

平成30年3月21日

　火災等災害時に円滑に活動するための点検・整備及び維持管理を図る。また維持管理費を抑えるため神奈川県企業庁と修
繕の必要可否について協議する。

記入日

　平成30年度も継続して、神奈川県企業庁と調整を図り、事業を進めて行く。
　また、消防水利等の適正な維持管理に努めることにより、修繕箇所等を早期に発見し経費の削減に努める。

①　課題点や改善点

　定期的な点検・整備により維持管理費のコスト削減。

　②　平成29年度に着手する事項

　火災等災害時に円滑に活動するための点検・整備及び維持管理を図る。また維持管理費を抑えるため神奈川県企業庁と修
繕の必要可否について協議する。
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

平成　２９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成29年8月18日

―

予算事業名 街頭消火器購入事業
担当課名 消防署・国府分署

係名 ―

事業番号 6

事業開始年度

柱 ― 総合計画実施計画

部門 ― 認定番号 ―

細分事業名 ―

大施策 ― 事業名 ―

中施策 ―

根拠法令・条例等 　大磯町地域防災計画

個別計画等

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

目的
（何のために）

　取得から年数が経過している街頭消火器を計画的に更新するとともに、家庭用消火器の普及啓
発、街頭消火器の適正配置および火災発生時の初期消火活動の強化・充実を図る。

対象
(誰を・何を)

　町内に設置してある街頭消火器

内容 　火災発生時の初期消火体制の強化充実を図るとともに、定期的な点検・維持管理を行う。

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

事
業
費

　直接事業費　 千円 1,228 1,260 1,335

　国庫支出金 千円

　県支出金 千円

　起債 千円

　その他 千円

　一般財源 千円 1,228 1,260 1,335

職員人数（概算職員数） 人 2.10 2.45 3.10

     人 件 費 計 千円 12,270 14,862 18,823

　総事業費 (a)+(b) 千円 13,498 16,122 20,158

事業費内訳
　需用費：1,188千円　　　役務費：147千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

対象指標 大磯町民（4/1現在） 人 32,377 31,479 31,431

(対象者数等） 更新予定数 本 80 80 80

活動指標 火災発生時の街頭消火器使用実績 本 １ 0 0

（活動量） 更新数 本 80 80 80

成果指標
（達成度等）

消防署管理当初からの
街頭消火器使用実績

本 平成８年～平成29年４月までの間、22件の火災で使用

　大磯町街頭消火器設置基準
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当

　火災発生時の初期消火の強化・充実を図るための計画的な更新であり妥当である。

変更の必要あり その他

理
由

　大磯町地域防災計画、大磯町街頭消火器設置基準に基づき街頭消火器の適正配置、火災発生
時の初期消火の強化・充実を図っているため妥当である。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　大磯町街頭消火器設置基準に基づき街頭消火器の適正配置を実施し、町民に広く認知され有
効な初期消火体制が図られている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　火災発生時の使用実績や近隣市町の設置状況からすると、やや非効率である。

・コストの削減
　等を図ったか

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　大磯町街頭消火器設置基準に基づき適正配置及び更新を実施しているため、更なる削減を図
ることは難しい。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要
　点検・維持管理の実施により
火災発生時に円滑な初期消火体
制が図られている。

③　平成30年度に着手する事項

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

平成30年3月21日

　町内に設置してある街頭消火器を計画的に更新し、火災発生時の町民による初期消火活動の強化・充実を図る。
　家庭用消火器の設置率向上を図るための普及啓発の実施。

記入日

　町内に設置している街頭消火器を、設置基準に基づき、計画的に更新する。
　火災発生時の町民による初期消火活動の強化・充実を図るため、普及啓発活動を行い、適正な管理に努める。

①　課題点や改善点

　定期的な点検・整備により維持管理費のコスト削減。

　②　平成29年度に着手する事項

　町内に設置してある街頭消火器を計画的に更新し、火災発生時の町民による初期消火活動の強化・充実を図る。
　家庭用消火器の設置率向上を図るための普及啓発の実施。
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